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令和６年度大泉町公共下水道事業会計予算 

 

　（総　則） 

第１条　令和６年度大泉町公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 
　（業務の予定量） 

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。 

  （１）　整 備 区 域 面 積                        　  　　   ３０２.６ｈａ 

　（２）　年 間 整 備 面 積     　　　　　　　　　 　　　　　   　１.７ｈａ 

　（３）　主な建設改良事業 

　　　　　　管 渠 整 備 事 業　　　　　　   ４９７,７００千円 

　　　　　　流域下水道西邑楽処理区建設事業　    　   　　　　７,２８０千円 

 
　（収益的収入及び支出） 

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　入 

  第１款　下水道事業収益　　　 　　　　　　　　　　　　　６２２,１００千円 

    第１項　営 業 収 益　　　　                           １８５,８１７千円 

    第２項　営業外収益        　                         ４３６,２８２千円 

　　第３項　特 別 利 益          　                           　 　　１千円 

支　　　出 

　第１款　下水道事業費用　 　      　                    ５９９,１００千円 

　  第１項　営 業 費 用               　                  ５５９,００７千円 

　  第２項　営業外費用                  　               　３９,４７６千円 

　  第３項　特 別 損 失                     　             　 　 １５６千円 

　  第４項  予 備 費                        　          　 　 ４６１千円 

 
　（資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

　本的支出額に対し不足する額１９１,０００千円は、当年度分消費税及び地方消費税 

　資本的収支調整額１１,２９５千円、当年度分損益勘定留保資金１５８,５６１千円 

　及び減債積立金２１,１４４千円で補てんするものとする。）。 
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収　　　入 

　第１款　資本的収入  　　 　　　　　　　　　　　　　　　５４４,６００千円 

　　第１項　企 業 債　　　　　　　　　        　　 １９０,５００千円 

  　第２項　他 会 計 補 助 金                               １７４,０００千円 

　　第３項　国 庫 補 助 金                               １７４,０００千円 

　　第４項　負 担 金 等               　　           　　 ６,１００千円 

支　　　出 

　第１款　資本的支出   　                             　 ７３５,６００千円 

    第１項　建 設 改 良 費                            　 ５０４,９８０千円 

 　 第２項　固定資産購入費                             　　　　 　　１千円 

 　 第３項　企 業 債 償 還 金                             　２３０,１８０千円 

    第４項  予 備 費                    　         　　　 ４３９千円 

 
　（企業債） 

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

　定める。 

                                                      　   （単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

   　年5.0％以内 　政府資金については､

   （ただし、利率見 その融資条件により、銀

公共下水道事業  187,700  直し方式で借り入 行その他の場合には債権

 証書借入 れる資金につい 者との協定条件による。 

又は て、利率の見直し ただし、町財政の都合に

証券発行 を行った後におい より据置期間及び償還期

   ては、当該見直し 限を短縮し、又は繰上償

  後の利率） 還若しくは低利に借換え

流域下水道事業    2,800  することができる。
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　（一時借入金） 

第６条　一時借入金の限度額は、１０,０００千円と定める。 

 
（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

　と定める。 

（１）　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 

 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。 

（１）　職員給与費                                     　４７,０７８千円 

 
　（他会計からの補助金） 

第９条　下水道事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

　４２０,０００千円である。 

 

　　令和６年３月４日提出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　群馬県邑楽郡大泉町長　村　山　俊　明　　 



公 共 下 水 道 事 業 会 計

予 算 書 付 属 書 類



収　　入 （単位：千円）

予定額 備　　考

1 下水道事業収益　 622,100

1 営業収益 185,817 営業活動から生ずる収益

1 下水道使用料 185,800 下水道使用料収入

2 その他営業収益 17 下水道指定工事店証交付手数料

2 営業外収益 436,282 営業活動以外から生ずる収益

1 受取利息 2 預金利子

2 他会計補助金 246,000 一般会計からの繰入

3 長期前受金戻入 177,870
資産の取得に伴い交付された補
助金等の減価償却見合い分

4 消費税及び地方消費税
還付金 11,990
令和6年度に係る消費税及び地
方消費税還付金

5 雑収益 420 太陽光発電事業売電収入

3 特別利益 1

1 その他特別利益 1

（一）令和６年度大泉町公共下水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び支出）

款 項 目
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支　　出 （単位：千円）

予定額 備　　考

1 下水道事業費用　 599,100

1 営業費用 559,007 営業活動に要する費用

1 管渠費 11,303 管渠等の維持管理に要する費用

2 普及促進費 2,418
浄化槽廃止補助金など普及促進
費

3 業務費 6,924 下水道使用料徴収業務委託費

4 総係費 38,838 事業活動全般に要する費用

5 流域下水道維持管理費
負担金 163,093 汚水処理に係る費用

6 減価償却費 336,431
取得資産の価値の減少分を償却
年数に応じ費用化したもの

2 営業外費用 39,476

1 支払利息及び企業債取
扱諸費 39,476 企業債利息の償還

3 特別損失 156

1 過年度損益修正損 155 前年度以前の損益の修正損失

2 その他特別損失 1

4 予備費 461

1 予備費 461

款 項 目
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収　　入 （単位：千円）

予定額 備　　考

1 資本的収入 544,600

1 企業債 190,500

1 企業債 190,500 建設改良事業債

2 他会計補助金 174,000

1 他会計補助金 174,000 一般会計からの繰入

3 国庫補助金 174,000

1 国庫補助金 174,000 社会資本整備総合交付金

4 負担金等 6,100

1 負担金等 6,100 受益者負担金

支　　出 （単位：千円）

予定額 備　　考

1 資本的支出 735,600

1 建設改良費 504,980 下水道の整備・更新に係る費用

1 管渠建設費 497,700
管渠整備､公共ます設置､管更生
及び道路舗装復旧の工事

2 流域下水道建設費負担
金 7,280 西邑楽処理区建設事業負担金

2 固定資産購入費  1

1 有形固定資産購入費 1 備品等の購入費用

3 企業債償還金 230,180

1 企業債償還金 230,180 企業債元金の償還

4 予備費 439

1 予備費 439

（資本的収入及び支出）

款 項 目

款 項 目
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　 （単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 23,694

　　減価償却費 336,431

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 420

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 14

　　法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 3

　　修繕引当金の増減額（△は減少） 0

　　長期前受金戻入額 △ 177,870

　　受取利息及び受取配当金 △ 2

　　支払利息及び企業債取扱い諸費 39,476

　　未収金の増減額（△は増加） △ 2,482

　　その他流動資産の増減額（△は増加） △ 10,370

　　未払金の増減額（△は減少） △ 95,056

　　その他流動負債の増減額（△は減少） 629

　　小計 114,041

　　受取利息及び受取配当金 2

　　支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 39,476

　業務活動によるキャッシュ・フロー 74,567

 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 454,875

　　無形固定資産の取得による支出 △ 6,619

　　国庫補助金等による収入 174,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 174,000

　　負担金等による収入 6,100

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 107,394

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 190,500

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出 △ 226,300

　　その他の企業債償還による支出 △ 3,880

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 39,680

 

　資金増加額（又は減少額） △ 72,507

　資金期首残高 347,029

　資金期末残高 274,522

(二)令和６年度大泉町公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和６年４月１日 から 令和７年３月３１日 ）
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特別職 一般職 給料 手当 計

（  0  ）

3

（  0  ）

3

（  0  ）

6

（  0  ）

3

（  0  ）

3

（  0  ）

6

（  0  ）

0

（  0  ）

0

（  0  ）

0

 ※（　　）内は、暫定再任用短時間勤務職員、定年前再任用短時間勤務職員の職員数（外数）

（単位：千円）

扶養手当 期末勤勉 管理職手当 時  間  外 通勤手当 住居手当
手      当 勤務手当

本年度 816 10,483 1,276 795 208 336

前年度 618 10,063 1,276 782 208 336

比  較 198 420 0 13 0 0

（三）   給      与      費      明      細      書

(1) 総 括
（単位：千円）

職   員   数（人） 給           与           費

区      分 法定福利費 合計

本 損益勘定支弁職員 12,525 6,713 19,238 3,890 23,128

年 資本勘定支弁職員 12,666 7,201 19,867 4,083 23,950

度 合           計 25,191 13,914 39,105 7,973 47,078

前 損益勘定支弁職員 12,360 6,253 18,613 3,927 22,540

年 資本勘定支弁職員 12,543 7,030 19,573 3,992 23,565

度 合           計 24,903 13,283 38,186 7,919 46,105

比
損益勘定支弁職員 165 460 625 △ 37 588

資本勘定支弁職員 123 171 294 91 385

較
合           計 288 631 919 54 973

手
当
の
内
訳

区分
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  (２)  給料及び手当の増減額の明細

区     分 増減額

給     料 288 給料改定に伴う 給料改定の状況
増減分 給料の改定率 0.45％

給料の改定時期
令和5年4月1日より

昇給に伴う増額分 平均昇給率　 ％
(職員数)

 人
その他の増減分 職員数の異動状況

（現に在職
する職員数)

本年度
( ) ( ) ( )

前年度
( ) ( ) ( )

増　 減
( ) ( ) ( )

採用・退職・異動の状況
(採用) (退職)  (異動)

計
手    当 631 制度改正に伴う

増減分
その他の増減分

 ※（　　）内は、暫定再任用短時間勤務職員、定年前再任用短時間勤務職員の職員数（外数）

  (３)  給料及び手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初　任　給

技能労務職 (円)

(単位：千円)

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　　　　　　　　　　　　考

110

178 0.65 

職 員 数 6 
0 採用による増減

0 (その他) (計)
退職による増減

0 6人 0人 6人
異動による増減 0人 0人

0 6人 0人 6人
その他の増減 0人 0人

0 0人 0人 0人
0人 0人

281 制度改正に伴う増減 時間外勤務手当、期末勤勉手当
281

350 その他の増減
350

区　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額 (円) 349,300

平均給与月額 (円) 397,498

平  均  年  齢 (歳) 46.3

平均給料月額 (円) 345,250

平均給与月額 (円) 390,569

平  均  年  齢 (歳) 45.3

一  般  会  計  の  制  度

一般行政職 (円)

高　　　校　　　卒 166,600 166,600 166,600 166,600

大　　　学　　　卒 196,200 196,200

令和6年1月1日現在

令和5年1月1日現在

区　　　　　分 一般行政職 (円) 技能労務職 (円)
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　　　ウ　級別職員数

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

3

( ) ( ) ( ) ( )

2

( ) ( ) ( ) ( )

1

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

3

( ) ( ) ( ) ( )

2

( ) ( ) ( ) ( )

1

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

 ※（　　）内は、暫定再任用短時間勤務職員、定年前再任用短時間勤務職員の職員数（外数）

(級別の基準となる職務)

一　　般　　行　　政　　職 技　　能　　労　　務　　職

級 職  員  数 構  成  比 級 職  員  数 構  成  比
(人)   (％)  (人)   (％)  

50.0

33.3

16.7

6 100.0

50.0

33.3

16.7

6 100.0

区　　　　　　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級 6　級 7　級

主事 主任 主査 主幹
参事　　　

副参事
副参与 参与

区　　　　　　分

1　　級 1　　級

2　　級 2　　級

3　　級 3　　級

4　　級 4　　級

5　　級 5　　級

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 計

1　　級 1　　級

2　　級 2　　級

3　　級 3　　級

4　　級 4　　級

5　　級 5　　級

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 計

一　般　行　政　職

令和6年1月1日現在

令和5年1月1日現在
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       エ　昇給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は、再任用職員の支給率

　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ　地域手当

　　　ク　その他の手当

区　　　　分 合計 一般行政職 技能労務職

職員数　(A)　人 6 6
昇給に係る職員数(B)人 3 3

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人) 3 3

６号給(人)

８号給(人)

比 率 (B)/(A)  (％) 50.0 50.0 

職員数　(A)　人 6 6
昇給に係る職員数(B)人 3 3

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人) 3 3

６号給(人)

８号給(人)

比 率 (B)/(A)  (％) 50.0 50.0 

支  給  期  別  支  給  率 支給率計

  6 月  (月分)  12 月  (月分) (月分)

（ 1.175 ） （ 1.175 ） （ 2.35 ）

2.250 2.250 4.50 

（ 1.150 ） （ 1.150 ） （ 2.30 ）

2.200 2.200 4.40 

（ 1.175 ） （ 1.175 ） （ 2.35 ）

2.250 2.250 4.50 

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度額 そ の 他 の
(月分) (月分) (月分) (月分) 加算措置等

定年前早期

退職特例措置

(2%～20%加算)

定年前早期

退職特例措置

(2%～20%加算)

支給対象区分 前橋市

支給率(％) 3

支給対象職員数(人) 該当なし

国の指定基準に基づく支給率(％) 3

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

通　　勤　　手　　当 同

昇
給
数
別
内
訳

昇
給
数
別
内
訳

区　　　　分
職制上の段階、

職務の級等による
加算措置

備　　考

本  年  度 有

前  年  度 有

一般会計の制度 有

区　　　　分 備　　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の制度
(支給率等) 24.586875 33.27075 47.709 47.709

本
 
年
 
度

前
 
年
 
度
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（単位：千円）

１ 固   定   資   産

(1)

ア 土 地 0

イ 建 物 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ウ 構 築 物 10,988,531

減 価 償 却 累 計 額 △1,253,132 9,735,399

エ 機 械 及 び 装 置 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

オ 車 両 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

カ 工具､器具及び備品 422

減 価 償 却 累 計 額 △304 118

キ 建 設 仮 勘 定 114,198

有形固定資産合計 9,849,715

(2)

ア 施 設 利 用 権 1,322,176

無形固定資産合計 1,322,176

固 定 資 産 合 計 11,171,891

２ 流   動   資   産

(1) 274,522

(2) 43,909

△360 43,549

(3) 61,108

流 動 資 産 合 計 379,179

資 産 合 計 11,551,070

(四)令和６年度大泉町公共下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資   産   の   部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産
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（単位：千円）

３ 固   定   負   債

(1)
ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
2,684,628

イ そ の 他 企 業 債 11,400

企 業 債 合 計 2,696,028

固 定 負 債 合 計 2,696,028

４ 流   動   負   債

(1)
ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
211,777

イ そ の 他 企 業 債 3,880

企 業 債 合 計 215,657

(2) 118,797

(3)

ア 賞 与 引 当 金 1,884

イ 法定福利費引当金 382

ウ 修 繕 引 当 金 440

引 当 金 合 計 2,706

(4) 16,928

流 動 負 債 合 計 354,088

５ 繰   延   収   益

(1) 7,798,548

(2) △825,453

繰 延 収 益 合 計 6,973,095

負 債 合 計 10,023,211

６ 資      本     金 1,295,848

７ 剰      余     金

(1)

ア 減 債 積 立 金 57,612

イ 建 設 改 良 積 立 金 100,000
ウ 当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金
74,399

利 益 剰 余 金 合 計 232,011

剰 余 金 合 計 232,011

資 本 合 計 1,527,859

負 債 資 本 合 計 11,551,070

負   債   の   部

企 業 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

資   本   の   部

利 益 剰 余 金

（ 478 ）



(単位：千円)

(1) 下 水 道 使 用 料 162,637

(2) そ の 他 営 業 収 益 15 162,652

(1) 管 渠 費 11,739

(2) 普 及 促 進 費 2,655

(3) 業 務 費 6,237

(4) 総 係 費 33,212

(5)
流 域 下 水 道 維 持
管 理 費 負 担 金

111,471

(6) 減 価 償 却 費 316,231 481,545

営 業 損 失 318,893

(1)
受 取 利 息 及 び
受 取 配 当 金

1

(2) 他 会 計 補 助 金 242,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 163,846

(4)
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

5,575

(5) 雑 収 益 368 411,790

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

41,646

(2) 雑 支 出 400 42,046 369,744

経 常 利 益 50,851

(五)令和５年度大泉町公共下水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

１ 営    業    収    益  

２ 営    業    費    用  

３ 営   業   外   収   益

４ 営   業   外   費   用
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(1) そ の 他 特 別 利 益 1 1

(1) 過年度損益修正損 146

(2) そ の 他 特 別 損 失 1 147 △146

当 年 度 純 利 益 50,705

前 年 度 繰 越
利 益 剰 余 金

0

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

50,705

５ 特    別    利    益

６ 特    別    損    失
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（単位：千円）

１ 固   定   資   産

(1)

ア 土 地 0

イ 建 物 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ウ 構 築 物 10,533,518

減 価 償 却 累 計 額 △984,415 9,549,103

エ 機 械 及 び 装 置 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

オ 車 両 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

カ 工具､器具及び備品 422

減 価 償 却 累 計 額 △228 194

キ 建 設 仮 勘 定 114,336

有形固定資産合計 9,663,633

(2)

ア 施 設 利 用 権 1,383,195

無形固定資産合計 1,383,195

固 定 資 産 合 計 11,046,828

２ 流   動   資   産

(1) 347,029

(2) 41,427

△780 40,647

(3) 50,738

流 動 資 産 合 計 438,414

資 産 合 計 11,485,242

(六)令和５年度大泉町公共下水道事業予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資   産   の   部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産
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（単位：千円）

３ 固   定   負   債

(1)
ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
2,705,905

イ そ の 他 企 業 債 15,280

企 業 債 合 計 2,721,185

固 定 負 債 合 計 2,721,185

４ 流   動   負   債

(1)
ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
226,299

イ そ の 他 企 業 債 3,880

企 業 債 合 計 230,179

(2) 213,853

(3)

ア 賞 与 引 当 金 1,870

イ 法定福利費引当金 375

ウ 修 繕 引 当 金 440

引 当 金 合 計 2,685

(4) 16,299

流 動 負 債 合 計 463,016

５ 繰   延   収   益

(1) 7,444,458

(2) △647,582

繰 延 収 益 合 計 6,796,876

負 債 合 計 9,981,077

６ 資      本     金 1,295,848

７ 剰      余     金

(1)

ア 減 債 積 立 金 57,612

イ 建 設 改 良 積 立 金 100,000

ウ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

50,705

利 益 剰 余 金 合 計 208,317

剰 余 金 合 計 208,317

資 本 合 計 1,504,165

負 債 資 本 合 計 11,485,242

負   債   の   部

企 業 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

資   本   の   部

利 益 剰 余 金
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Ⅰ 重要な会計方針

令和２年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

1 　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による。

・主な耐用年数

　建物 15 ～ 50年

　構築物 8 ～ 60年

　機械及び装置 5 ～ 20年

　車両及び運搬具 3 ～ 5年

　工具、器具及び備品 4 ～ 10年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による。

・主な耐用年数

　施設利用権 45年

　ソフトウエア 5年

2 　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

（２）賞与引当金

（３）法定福利費引当金

（４）修繕引当金

（５）貸倒引当金

　注　記　

　大泉町は、退職手当組合に加入しており、公共下水道事業会計は一般会計を通じて、
当該組合に負担金を拠出している。公共下水道事業会計が負担金を拠出して以降の追加
的負担金は全額一般会計において措置することとなっているため、公共下水道事業にお
いては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　マンホール周囲の舗装修繕に備えるため、マンホール上部補修の支出見込額に基づ
き、当年度末までに負担すべき額を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込み額を計上
している。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づ
き、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末におけ
る支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を
計上している。

（ 483 ）



3 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

Ⅱ 予定貸借対照表等関連

1 　企業債の償還に係る他会計の負担　

Ⅲ セグメント情報

1 　報告セグメントの概要

　大泉町公共下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメントのため、記載を省
略する。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償
還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は2,373,345千円で
ある。
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1 下水道
事業 622,100 595,210 26,890

収益 1 営業収益 185,817 178,915 6,902

1 下水道使用
料 185,800 178,900 6,900

2 その他営業
収益 17 15 2

2 営業外収益 436,282 416,294 19,988

1 受取利息 2 1 1

2 他会計補助
金 246,000 242,000 4,000

3 長期前受金
戻入 177,870 163,846 14,024

4 消費税及び
地方消費 11,990 10,043 1,947

税
還付金

5 雑収益 420 404 16

3 特別利益 1 1 0

1 その他特別
利益 1 1 0

令和６年度大泉町公共下水道事業会計予算説明書
（収益的収入及び支出）

　収　　入

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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（単位：千円）

予定額

下水道使用
料 185,800 下水道使用世帯数 4,690世帯

有収水量 943,000m3

下水道使用料 185,800

手数料 17 下水道指定工事店証交付手数料 17

預金利息 2 預金利息 2

一般会計補
助金 246,000 一般会計からの繰入 246,000

受贈財産評
価額 25,842 受贈財産評価額 25,842

他会計補助
金 70,400 一般会計補助金 70,400

国庫補助金 72,128 国庫補助金 72,128

県補助金 884 県補助金 884

負担金等 8,616 受益者負担金 8,616

消費税及び
地方消費税
還付金 11,990 11,990

その他雑収
益 420 太陽光発電事業売電収入 419

下水道台帳複写代 1

その他特別
利益 1 その他特別利益 1

節

区　分
説　　　　明

令和6年度に係る消費税及び地方消費税
還付金
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1 下水道事業 　 599,100 544,100 55,000

費用 1 営業費用 559,007 502,055 56,952

1 管渠費 11,303 12,834 △ 1,531

2 普及促進費 2,418 1,605 813

3 業務費 6,924 6,860 64

4 総係費 38,838 33,458 5,380

　支　　出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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（単位：千円）

予定額

報償費 237 受益者負担金一括納付報奨金 237

委託料 7,601 既設管路侵入水調査業務 5,643

管渠清掃業務 836

流入下水水質調査業務 374

管渠施設調査業務 748

修繕費 3,025 管路施設緊急修繕 825

舗装緊急修繕 2,200

修繕引当金
繰入額 440 修繕引当金繰入額 440

補助金 2,418 浄化槽廃止補助金 2,417

水洗便所改造資金等融資斡旋利子補給金 1

委託料 6,924 下水道使用料徴収事務 6,924

給料 12,525 職員３人分 12,525

手当 5,097 扶養手当 198

管理職手当 552

時間外勤務手当 398

期末勤勉手当 3,445

通勤手当 48

住居手当 336

児童手当 120

賞与引当金
繰入額 1,736 賞与引当金繰入額 1,736

法定福利費 3,546 市町村共済組合負担金 3,380

旧町村職員恩給組合追加費用負担金 166

法定福利費
引当金繰入
額 344 法定福利費引当金繰入額 344

退職給付費 1,879 職員退職手当負担金 1,879

備消耗品費 330 図書及び事務用備消耗品購入 330

燃料費 70 公用自動車燃料費 70

光熱水費 127 電気料 47

水道料 33

下水道使用料 47

印刷製本費 70 受益者負担金納付書 70

節

区　　分
説　　　　明
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5 流域下水道
維持管理 163,093 131,067 32,026


費
負担金

6 減価償却費 336,431 316,231 20,200

2 営業外費用 39,476 41,489 △ 2,013

1 支払利息及
び企業債 39,476 41,489 △ 2,013

取扱諸費

3 特別損失 156 156 0

1 過年度損益
修正損 155 155 0

2 その他特別
損失 1 1 0

4 予備費 461 400 61

1 予備費 461 400 61

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較

（ 489 ）



（単位：千円）

予定額

通信運搬費 755 電話料 91

郵送料 83

データ通信料 581

委託料 9,656 下水道台帳整備業務 6,380

公営企業会計システム保守業務 185

下水道情報管理システム保守業務 385

経営戦略改定支援業務委託 2,706

手数料 429 オンライン決済に係るデータ伝送基本手数料 396

出納取扱金融機関公金振込手数料 4

納付書による窓口収納手数料 2

公用車車検手数料 27

賃借料 1,393 公営企業会計システム使用料 911

下水道情報管理システム使用料 244

ハードウェア使用料 238

修繕費 270 公用自動車定期点検整備 149

ガス検知器定期整備 66

その他緊急修繕 55

研修費 20 職員講習会参加負担金 20

食糧費 5 下水道整備住民説明会費 5

負担金 88 日本下水道協会負担金 70

群馬県下水道協会負担金 9

全国町村下水道推進協議会負担金 9

保険料 113 自動車損害共済掛金 25

自動車賠償責任保険料 35

下水道賠償責任保険料 53

公課費 20 自動車重量税・車検印紙代 20

貸倒引当金
繰入額 360 貸倒引当金繰入額 360

雑費 5 有料道路使用料 5

負担金 163,093 流域下水道維持管理費負担金 163,093

有形固定資
産減価償却
費 268,793 構築物・工具器具及び備品 268,793

無形固定資
産減価償却
費 67,638 施設利用権 67,638

企業債利息 39,476 公共下水道整備事業債利子 31,140

流域下水道整備事業債利子 8,336

過年度損益
修正損 155 下水道使用料過誤納金還付金 105

受益者負担金過誤納金還付金 50

その他特別
損失 1 その他特別損失 1

予備費 461 予備費 461

節

区　　分
説　　　　明
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1 資本的収入 544,600 549,810 △ 5,210

1 企業債 190,500 209,700 △ 19,200

1 企業債 190,500 209,700 △ 19,200

2 他会計補助 174,000 158,000 16,000

金 1 他会計補助
金 174,000 158,000 16,000

3 国庫補助金 174,000 172,000 2,000

1 国庫補助金 174,000 172,000 2,000

4 負担金等 6,100 9,210 △ 3,110

1 負担金等 6,100 9,210 △ 3,110

県補助金 0 900 △ 900

県補助金 0 900 △ 900

（資本的収入及び支出）

　収　　入

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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（単位：千円）

予定額

建設改良費
等の財源用企業債 190,500 公共下水道整備事業債 187,700

流域下水道整備事業債 2,800

一般会計補
助金 174,000 一般会計からの繰入 174,000

国庫補助金 174,000 社会資本整備総合交付金 174,000

受益者負担金 6,100 受益者負担金 6,100

県補助金 0 （廃　　項）

節

区　　分
説　　　　明
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1 資本的支出 735,600 750,600 △ 15,000

1 建設改良費 504,980 497,919 7,061

1 管渠建設費 497,700 471,127 26,573

2 流域下水道
建設費負 7,280 26,792 △ 19,512

担金

2 固定資産購
 1 1 0

入費 1 有形固定資
産購入費 1 1 0

3 企業債償還
 230,180 252,261 △ 22,081

金 1 企業債償還
金 230,180 252,261 △ 22,081

4 予備費 439 419 20

1 予備費 439 419 20

　支　　出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比　　較
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（単位：千円）

予定額

給料 12,666 職員３人分 12,666

手当 7,621 扶養手当 618

管理職手当 724

時間外勤務手当 397

期末勤勉手当 5,302

通勤手当 160

児童手当 420

法定福利費 4,083 市町村共済組合負担金 3,907

旧町村職員恩給組合追加費用負担金 176

退職給付費 1,900 職員退職手当負担金 1,900

委託料 110 価格調査委託料 110

賃借料 1,920 覆工板賃借料 1,920

工事請負費 414,370 管渠整備工事 386,270

公共ます設置工事 12,550

管更生工事 15,550

路面復旧費 54,530 道路舗装復旧工事 54,530

補償費 500 水道管等移転復旧補償金 500

負担金 7,280 西邑楽処理区建設事業負担金 7,280

工具、器具
及び備品 1 事務用備品等購入費 1

建設改良費
等の財源用企業債償還
金 226,300 公共下水道整備事業債元金 157,657

流域下水道整備事業債元金 68,643

その他の企業債償還金 3,880 公営企業適用債元金 3,880

予備費 439 予備費 439

節

区　　分
説　　　　明
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